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論文

Demandcreationandmarketdevelopmentfわrc.ertiBedproductsisoneofthekeyIssuesinforestcertification,
●

andtheBuyersIGrouplSOneOfsuchinitiatives.TLispaperreviewsthedevelopmentoftheBuyers-Groupln
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UK,andfbcusesonDIYcompamiesandtheirsuppliersthatarefoundtobemajorCOmPOnentSOfthegroup.
●

TheBuyers-GroupinUKhasbeengrowlngandcreatingacertaindemandf♭rcertiFledproductswiththeir
●

●■
relativelyhigh marketshare.Inparticular,DIYcompanieshaveachievedtheirtargetsmainlybyrequlnng

theirsupplierstogetcertification,whichcontributedtoanincreaseinnumberofcertifiedproducts.ne

suppliers,ontheotherhand,haveshiftedtheirsourceofingredientstocertaincountrieswherecertifled

timberAndproductsareavailable.However,duetolackofpremiumpnceforcertifiedproducts,certi丘cation
●

costsarelaidontheproducersasaburdenespeciauytothesmalloperators.
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Ⅰ はじめに

森林認証の主要な課題の一つに認証品の需要創

出がある｡BahanlddinandSimulaは,認証品の需

要創出策として,バイヤーズグループ (Buyers●

Group)(1)による取り組みと,公共機関による取

り組みを挙げているく2)｡

バイヤーズグループとは,認証晶を積極的に購

入することを表明した企業の組織であり,表-1

に示したように,1999年3月現在,欧米を中心と

した10のグループが設立され,14ヶ国から約400

企業が参加している｡バイヤーズグループは,塞

本的に市場における企業の自発的かつ積極的な購

貝活動によって認証晶の需要創出を促進するもの

だといえる｡

一方,公共事業の資材調達の際,認証品を優先

的に使用するなど,地方公共団体などの公的機関

による需要創出の取り組みがある｡これに類似す

るものとして,欧米において州政府の行う公共事

業に特定の熱帯材の使用を規制するものがあるが,

いずれも,認証品を含む,適切に管理された森林
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からの木材の利用を政策の枠組みの中で誘導しよ

うとするものだといえる(3)｡

ただし,前掲の報告書では,後者を補完的な需

要創出策と位置付けており,その背景にはwTO

(worldTradeOrganization;世界貿易機関)体制

下におけるTBT協定 (Agreementof Technical

Bamiersto Trade;貿易の技術的障壁に関する協

定)への抵触の問題があると考えられるく4)｡ま

た,市場メカニズムに依拠する政策ツールと仮定

して森林認証を評価する場合においては,前者の

取り組みに着目することがより適切であろう｡さ

らにその場合,最終的には,特に,認証による便

益が認証のコストと同等かそれを上回るものであ

るかどうか,認証が個々の所有者あるいは地域の

森林レベルで実質的に持続可能な森林経営に寄与

しているかどうか,という点を念頭において検討

する必要がある｡

そこで,本稿では,2000年3月現在までのイギ

リスにおけるバイヤーズグループq)展開を整理し,

特 にその中心的な役割 を果た しているDIY

(Do-it-yourself)企業を事例に,認証品の取扱量
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を増加させてきた現状を明らかにする｡さらに,

DIYへの製品供給業者の事例にも着目し,DⅣ企

業の取り組みの影響と課題を考察する(S)｡なお,

本稿では国内的な動向に着目し,輸出国に及ぼし

た影響については今後の課題としたい｡

義-1世界のバイヤーズグループ

(1999年3月現在)

バイヤーズグループ 国名 設 立 企業数

WWF1995+Group イギリス 1991 89
Club1997 ベルギー 1994 43

HartVoorHout オランダ 1995 ..12

W FGruppe'98 オーストリア 1996 24

WWFOceaniaBuyers' オーストラリア 1997 4

GRUPPE'98 ドイツ 1997 40
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TheCertifiedForest 北7ilJ* 1997 140
ProductsCouncil

WWFWoodGroup スイス 1997 15

WWFIGrupo2000 スペイン 1998 11

NordicNetwork端∩ⅣF スウェーデン 1998 11

Skog2000 フィンランド

デンマーク

ノルウェー

資料 :wwF'sGlobalForestsandTradeInitiative,newsspring
1999.より作成｡

Ⅱ バイヤーズグループの展開

1 バイヤーズグループの設立と森林認証

イギリスのバイヤーズグループは,1991年,_自

然保護NGO (Non-GovemmentalOrganization;非

政府組織)であるIW F(World WideFund for

Nature;世界自然保護基金)の呼びかけによって,

イギリスDIY最大手のB&Qほか数社によって設立

された｡当初は,1995年末までに適切に管理され

た森林からの木材 ･木材製品のみを取り扱うこと

が目標であり,FSC (ForestStewardshipCouncil;

森林管理協議会)を中心とすろ森林認証よりも先

行した動きであった(6)｡

1993年にFSCが正式に発足し,バイヤーズグル

ープの目標も, 1995年には,1999年末までに独立

した第三者によろ認証晶(7)のみを取り扱うこと,

とFSCへの全面的な支持が明確になる(8)｡また,

wwFはバイヤーズグループによるFSC認証品の

市場形成の手法を,欧州や他の国々に普及させる

活動を展開している…｡

さて,このイギリスのバイヤーズグループであ

るwwF1995十GTOup参加企業の合意事項として,

次のことがある｡(∋FSCのような国際的かつ独立

した森林認証システムへの支持,②認証晶の積極

的購入,③認証晶の取扱量の増加 (ただし,達成

目標や期限の設定は自由), ④管理職クラスの担

当者を置く,6)wwFへの6ケ月ごとの進捗状況の

報告 (ただし,個々の企業の情報は非公開)(10)｡

また.参加企業へ対するWWFの役割として.

①認証に関する情報やアドバイスの提供,②消費

者に対する啓発活動による認証品のアピール,③

企業の取り組みの進捗状況のモニタリングとラン

ク付け (非公開), が挙げられる(11㌔ このように,

バイヤーズグループは企業単独で組織されたもの

ではなく, NGOと企業との協力と緊張関係によ

って成立しているといえる｡

2 参加企業の推移と傾向

前述のとおり, WWF 1995+Groupの参加企業

のデータは,認証晶取り扱いの進捗状況を含め,

wwFに詳細が報告されているが,企業の合意が

ない限り,個別の情報は公表されないことになっ

ており,グループ全体の合算としてのデータしか

公開されていない(12)｡このような制約は奉るが.
公開されている貿料等を基に,これまでの推移と

参加企業の傾向を把握したい｡

まず,1995年から1999年にかけての推移を示し

たのが表-2である｡参加企業数は,毎年約10%

のペースで増加しており,それに従って,グルー

プ全体の木材取扱量と木材消費におけるシェアも

増加_している｡この背景には,各業種で高いシェ

義-2 WWF1995+Groupの概要

1995 1997 1999

参加企業数 54 78 91

年間木材取扱い細 20億 ド 30臆ボ 35億ボ
ル ンド ンド

木材取扱量 (m3) 300万 600万 850万

イギリスの木材消費に占める比率 10% 14% 20%

琴証木材の取扱い木材に占める割合 3% 5%

資料 : 1995+GroupUpdateAntumn1997,1999.Crossley,
Rachel(1996)'TA Review ofGlobalForestManagement
Certificationlnitiatives:PoliticalandInstitutionalAspects'Tin
UBCIUPMConferenceonEcological,SocialandPoliticalIssues

oftheCertificationofForestManagementProceedings.ほかより
作成｡

注 :1995年の取扱い細がドル換算になっているのは,参考と

した類料にある通りの数字を使用したため｡
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義-3 参加企業の業種別内訳 (企業数)

1997 1998 1999

% % %
小売 14 18 16 18 16 18
D】Y 6 8 6 7 6 7

その他 8 10 10 ll 10 ll

加工 .製造業 54 69 61 70 63 69
木炭 4 5 5 6 5 5

紙製品 20 26 21 24 19 21

家庭用品 5 6 7 A 6 7

家具 4 5 7 8 9 10
その他 21 27 21 24 24 26
木材流通 7 9 7 8 8 9
エンドユーザー 3 4_ 3 3 4 ~4

合 計 78 100 87 し100 91 100
資料:1995+GroupUpdateAntumn1997,1998,1999.より作瓜

義-4 認証品取扱企業の内訳 (企莱数)

1997 1998 1999
DⅠY 5 5 5

その他小売 4 6 7

加コ二.製造業 13 21 35
うち,DIY販売品の加工.製造 9 13 25

ff料.･･1995+GroupUpdateAntumn1997,1998,1999.より作瓜

アを持つ企業の参加が要因として挙げられる(13)｡

ただし,参加企業すべてが認証された木材や製品

を取り扱っているわけではなく,認証木材の比率

ち,-1997年で約3%,1999年で約5%と現時点に

おいては高いものではない｡しかしながら,少な

くとも増加傾向にあることが指摘できる｡

参加企業の業種別の内訳を見ると,木炭や紙製

品,家具などの木工品の製造業が約70%と最も多

く,DIY卑どの小売が18%,残りを木材取引業,

建築などのエンドユーザーが占めている (表-

3)｡この割合は,ここ数年ほとんど変わってい

ない｡

また,実際に認証晶の加工製造を行っている企

業に着目すると,その約7書はミDIYへの供給業者

である (義-4)｡この理由として,DIYが供給

業者に対し,バイヤーズグループに参加するよう

働きかけていることがある(_14)｡さらに,前掲表

-3からも,ここ数年の参加企業数の増加は,加

工 ･製造業部門の企業の増加によるところが大き

いといえる｡

このように,バイヤーズグループ参加企業の多

くがDIYへの供給業者であること,DIYがバイヤ

ーズグループと森林認証の設立に直接的に闘わっ

てきたこと,認証品の取扱量が最も多いこと,な

どから,DIYがバイヤーズグループの主要かつ影

響力の大きい構成企業である_ことが指摘できる｡

Ⅲ DIY企業の取り組みとその影響

1 DIYの取り組み

ここでは,大手2社を事例に,バイヤーズグル

ープで中一心的な役割を果たしているDIYが,_認証

晶ゐ積極的な取扱い,及び,その取扱量の増加の

ために行ってきた取り組みを明らかにする (表-

5)｡

B&Qは,19%-のマーケットシェアを持つDIYチ

ェーンの最大手企業である (15)｡Homebaseはそれ
に次ぐDIY企業で,スーパーマーケットなど小売

チェーンのSainsburyグループの傘下にある｡両社

とも,約300の店舗展開をしている｡

まず,両社が森林認証に関わるようになった経

緯をみると,B&Qについては,店舗前での抗議

行動を含む環境保護団体の熱帯林伐採への反対運

動が,バイヤーズグループの発足や森林認証への

一取り組みだけで_なく,B&Qの環境対応全休のき

っかけとなっている｡FSCの設立にも関与し,

FSCの設立当初には,B&Qの環境管理責任者が暫

定的な理事を務めている(116)｡

Homebaseの場合,直接的に反対運動の標的に

なったわけではなかったが,ボイコット運動の報

道がB&Qの企業イメージを傷つけたことを見て,

そのリスクを避けるために,FSC認証晶の取り扱

いに取り組みはじめた｡

さて,認証晶の取り扱いのための手法としては,

両社とも,まず,取引供給業者に対し質問票の記
●

入を求め,原産地の由来などの取り扱い木材の_辞

.細な情報や,認証取得の有無,認証取得の見込み,

を調査する｡さらに,_ 認証を取引の要件とし,そ

れを満たせない場合は取引を停止するとしている｡

具体的には,義-6に示したような質問票によ

り,認証晶の取り扱いについての取引供給業者の

実態を把握し,目棟達成を求める基本的なデータ

とする｡B&Qの場合,全般的な品質管理や,企

業の環境方針および環境活動,労働関係など,木

材以外の多岐にわたる項目についても回答しなけ

ればならない (17)｡こうして収集された情報をデ

-29･
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義 一 5 DIY大手2社 の事 例

B&0 Homebase

咋lr'u売｣二 約18位ボンド (DIY茄 1位) 約11億ボンド (DIY節2位)
店舗数 (1998年) 284 298

木材使用品1) 550,000rn3 (1997年) 903,000m3 (1997年度)

国有林材(体税比) 54% 18%

縦線 ･環境保護団体の熱神村反対遊動への対応策に由来 ･木材を取り扱っていることで受ける可能他のある

し,企業全体の環境対応へと発展. 愁い余業イメージのリスクを避けるために収組み

･91年に木材製晶への自主的なエコラベルを禁止 始める.

し,内部監査による取引業者の点数化を始める.･自己宣誓型の評価の限非から,独立した第三者の認証の必変性を認識し,バイヤーズグル-プ,FSCの設立にもF中心的な役判を果たしてきた. ･B&Qとの競flrのためという埋lt7もあるb

■手法 ･吸引業者に質問票を記入させ,原材料の推地を迫 ･収引業者に質問iSiを記入させ,鮫材料の産地を追

跡する○ 跡する.

･FSC認証品を取り扱うこと,ないし将来的に認証 ･FSC認証晶を取り扱うこと,ないし将来的に認証

を収得することを取引条件とする. を取得することを取引条件とするo

･取引業者に情報提供などの支援,協力を行う〇･認証収得と組合わせた個別の支援プロジェクトに娘組んでいる210 ･収引業都 こ情報提供などの支援,協力を行う.

認証晶の価格 通常晶と価格差はつけないo 通常ー17Iと価格差はつけない○
･認証コストは森林からの林産物の総i削こ対し大き ･認証は晶質向上の一環であり,消tII者に追Jm的な

いものではない.･消費者は上乗せ価格を支払わないと考えているo 負担は求めない.

その他 ･99年7月よりFSCに加えフィンランドの認証システムも承認する○ ･FSC認証品のみ認めるo

類料 :B&Q及びHomebaseの見境報告琶およびrAJき取り調盤より作JJR｡
江 :1)WoodRawMaterialEquivalent換罪｡

2)マレーシアのゴムプランテーションからの木材の利JH,パプアニューギニアでの小月且雌コミュニティフォレストの支援,イ
ギリスでの木炭/I三度者の組織化などC支援には認証コストの負担も含むo

義一6 取 引供給 企業 への質 問事項 (Homebaseの質 問票 の例 )

TTffr'.蛸iEl 矧(")J部項
1. 会社の概要 会社名,住所,担当者名,連絡先

2. 木材に関する方針 ① 拐f料木材購入に関する方針とその内容

② WWF1995+GroupへのJJ日渡の有idtE
(卦 認証機関へのJjrliP.Lの有無
④ 国際的な晶JFIや環境基準などに基づくその他の認証取得の有無

⑤ 原料木材購入までの供給チェーンの管理方法

⑥ 森林からb;-f料木材購入までの経路図

3. 木材の由来する森林に関する情報 森林ごとに :

(D 森林の名称と位置,Flr有形壌

(診 伐採権を持つ会社など,森林管ゼl!の責任者の辿絡先

③ 森林管理計画の有無

④ 認証取得の有無

6)森林管P削こついての確認方法

⑥ 当該森林管Pt!についての評価

4. 木材の由来の詳細 木材のタイプごとに :

① ⊥役名と晶稀名

(参 広葉樹 ･針斐樹の別

③ 木材の山来する森林

④ 山東する森林別の割合

⑤ 木材の虫 (重責は たは体横)

5. 供給製品リスト 製晶の種類ごとに :

① 製晶に使用された木材の稀類

② 最終製品における木材の形態

資料 :TheSainsburyGroup,TimberTrackerQuestionnaire,Issue2aMay,1996.より作成｡

一 夕ベ ー ス化 し,wwFへ対 す る報告 を行 う と同 止す る, とい う形 で取 引供給業者 に認証取 得 を迫

時 に,義-7に挙 げたよ うに,達成状況 に応 じて って いる｡

ランク付 け評価 を行 い,場合 によって は取 引 を停 ただ し,認証 品の価格 につ いて は,両社 とも,
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義一7 DIYによる取引供給業者の木材についての評価方法

B&Q Homebase

評価 A:製晶のほとんどについてFSCの認証を取得. A:すべての木材がFSC認証を取得.

B:木材の山北や森林管理の詳細が分かり,適切だと B:すべての木材 .木材製晶が適切に管理されている

認められるOFSC収得のための行動計画が実行されている.C:木材の由来が分かっており,森林管即に関する怖 ど則断された森林に由来するもの.C:すべての木材 .木材製品が森林まで追跡できるo

報から,適切に管FJ!された森林だと確信できる○ 森林管理の詳細についての十分な情報が提供されているが,さらに改善が必要.D:木材の由来がすべてについては特定できない,まカテゴリー D:木材の山束や森林管理に関する情報が不足してい

る｡E:木材の山来が分からない. たは,木材の由来や供給チェーンについて,不十分な肺報しかない.E:製品の大部分が,由来を特定できなかったり,不適切に管理された森林からのものである.または,wwF95の目標達成に協力しない,質問票に回答しない,という場合○

対応 ･1999咋末までにAを達成しなければ収引停止する○ ･C以下の場合,改善計画を作成する必要がある.･Aに到達するまでのl札 認証の手続きが進行中かつ ･Eの場合,ただちに改善措置を取らなければ,製品

資料 :B&QVendor'sManual1998.およびJ.Sainsburyplc.(1996)EnvironmentalBestPracticeGuide:
TimberandForestProducts.より作IjR｡

義一8 DIY大手2社の目標と実簾

B&Q Homebase

達成目標 1999咋12月31｢lまでに100%をFSC認証 r馴こ. 1998年9月までに,500種類,20004rLまでに1,000-2,000種類をFSC認証晶にo

実続 1) 1996 80 / 10,600 (0.7%) o/ 6,854 (0%)
1997 240 / 10,800 (2.2%) 238 / ll,674 (2.0%)

1998 800 / ll,000 (7.3%) 450 / ll,569 (3.9%)

1999 1,398 / 14,700 (9.5%) 567 / ll,317 (5.0%)

岩料 :B&Q及びHomebaseの県境報告普および帖は 収り調査より作脱
法 :1)FSC認証品製造ライン数/木材および木材製-ri-.]-の製辿ラインの総数 (認証品の制令)｡
2)2000年1月現在｡

3)フィンランドの認証品1,631を加えると,認証晶の割合は97.9%となる｡

4)前年との差典は,台所部材の7,000ラインを199昨 半ばに軌 L-_したためD

非認証品との価格差 (プレミアム)はつけない,

としている (前掲表-5)｡認証は,消費者の期

待に応えるためのサービス向上の一環であり,消

費者の負担を求めない,また,仮に認証品に上乗

せ価格を設定しても消費者を購入しないと考えて

いることを理由として挙げている｡

上記のような取り組みを通じ,両社とも着実に

認証品の種類や比率を高めてきている (表-8)｡

このうち, B&Qの1999年から2000年の急激な上

昇は, 1999年末までに100%を認証品にする,と

いう目標達成のために,取引供給業者に対しても

期限付きで認証取得を迫ってきたこと,また,国

有林の認証が一気に認証晶の比率を高めたこと,

が要因として挙げられる(18)｡

両社とも,国産材の約9割が国有林材を占めて

いるが,特にB&Qの場合,国有林材の割合が全

･31･

体の54%にも上っている (前掲表-5)｡これは,

製品の種類にすると,約8000種類となり, B&Q

の関係者は,期限までに目標を達成するためには,

国有林が認証を受けることが不可欠の条件であっ

た,と述べている(19)｡

また, B&Qは1999年7月にフィンランド.の認証

システムを東認し,取り扱い対象に含めることを

表明している (20)｡フィンランドの認証システム

は, FSCの認定を受けたものではない｡しかし,

B&Qでは, FSC認定を阻んでいるのは政治的な確

執だけであって,実質的な中味はほとんど変わら

ないととを東認理由としている｡B&Q札 他の

認証スキームについても調査,検討を行ったが,

フィンランドの認証システム以外は,内容的に不

充分であるか,すでにFSCの認定を目指している

ものであった｡そこで,あくまでFSCの普及を支
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義一9 DIYへの供給製造業者の事例

A社 B祉

業種 チップボ-ド等製造 庭園川木工晶製作
年間生産量 240,000m3 300 m3

従業員数 620 10

認証申請理由 ･B&QやHomebaseなど取引先からの要請があった ･B&QやHomebaseなど収引先からの要諦があった

から〇･ただし,環境対応は時代の必至の流れだと認識している. から.

FSC ･認証原料の入手が困難. ･認誰原料の入手が悌難○

･原料を調達している製材所等に認証木材の収り扱 ･B&Qの紳介で,WWF1995+Group参加企業の木
いを要請してい_るが,価格上のメリットもなく, 材流通米者を通じて.スカンジナビア産の認証原

強要はできない. 料を輸入.

･パイン材,ベニヤは南アフリカ,ガーナなどから ･認証原料は他の原料と同じ価格で購入している

認証原料を輸入. が,B&Qなどが認証l'17)に付JulI価格をつけないこと

認証取得 ･認証晶に価格上の優位性がないことは,特に木材 については不満に,FLiつている.
について 生産者にとって問題だと考えている. ･文晋管郡の整備と従業員教育に半咋かかった.

･すでに,品質管理規格のBS5750(ⅠSO9002)を取 ･端材をさらに認証原料として販売するには規模が

得しており,FSC認証取得のためには追加的に文書を作成しただけで折んだb･加工晶の認証原料含有率の表示方法に関するFSCの規定が定まっておらず,問辿となっているA 小さい○

貿料 :聞き取り調査より作成 (1999年8月)｡

持する方針には変わりはなく,非FSC認定の認証

としてフィンランド以外のものは認めないとして

いる (21)｡一方,Homebaseでは,唯一信頼できる

認証スキームとしてFSCを採用し,それ以外の認

証品は認めていない｡

2 DIYへの供給業者

DIYへ製品を供給している業者のうち,聞き取

りを行った2社の事例について,認証の取得や認

証晶の取り扱いに対する意乱 及び,実際の取り

組みについて整理したのが表-9である｡

A社は大規模企業の例,B社はそれとは対照的

な小規模企業の例だが,いずれも調査時点におい

て認証取得の手続き中であり,2800年1月現在ま

でに認証を取得している｡

両社に共通しているのは,FSCの琴証取得の直

接的.な動機が,B&QやHomebaseなどの大手取引

先からの要請にあることである｡

また,認証原料の入手に苦労しており,認証の

要件から,原料調達先が,認証原料を供給できる

原産国 (スウェーデン,南アフリカなど)へ限定

されてきていることが指摘できる｡

さらに,DIY側が,認証品を有利価格で買い上

げないことについては,認証の取得は取引要件が

追加されただけのことに過ぎず,供給サイドには

何のメリットにもなっていない上,山元まで認証

を進めるにあたっては,むしろ阻害要因になりか

ねない,という不満や懸念を持っている｡

異なる点として,大規模企業であるA社は,

ISO取得など,すでに内部管理システムを確立し

ており,FSC認証取得も,原料調達の問題さえ克

服すれば,大きな負担とはなっていない｡また,

輸入材も使用し現実的に経営を成り立たせながら

ち,地元の製材所や国産材への配慮が見られる｡

認証についても,単なる取引先からの要求という

だけではなく,企業としての窮境対応という意識

がある｡

これに対し,B社では,小規模で比較的単純な

製作ラインから,極端に煩雑な管理体制が必要で

はないにせよ,認証取得のための内部文書管理や

従業員教育など条件整備には初期コストが高くつ

くことが指摘できる｡認証については,大手取引

先からの条件提示という認識が強く,環境や国産

材への配慮も特にあるとはいえない｡

-32･
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Ⅳ おわりに

イギリスのバイヤーズグループは,参加企業数,

木材流通におけるシェア,及び,取扱認証品数と

もに増加傾向を示している｡

このバイヤーズグループにおいて主要かつ大き

な影響力を持っているのは,DIY企業であり,森

林認証やバイヤーズグループの設立に関わってき

たほか,その取引企業が,バイヤーズグループの

参加企業の多くを占めている｡

DIY企業は,その強い購買力を背景に,認証取

得を取引条件として設定することで,取引業者の

選別を行い,認証晶取扱量の増加を達成してきた｡

ただし,認証晶に対して,プレミアム価格は支払

っていない｡また,国有林材の取扱量が多かった

ことから,国有林の認証は,その目標達成に大き

く貢献した｡

DIYへの供給業者は,DIYからの要請に応じる

形で,認証取得に取り組んでおり,その結果とし

て,原料調達先に,認証原料を供給できる原産国

へと転換が起こっている｡

本稿では,バイヤーズグループの参加企業の基

礎的な貴料,及びDIYとその供給業者の事例から,

以上の点について明らかにしてきたが,データの

制約から,個々の企業の実態,参加企業間の関係,

認証木材の流通など,詳細な実態把握や分析は今

後の課題であるといえる｡しかしながら,親状を

捉える限りにおいて,バイヤーズグループ古も イ

ギリスにおける森林認証の推進や認証品の需要創

出に一定の役割を果たしてきたといえる｡

ただし,認証晶に対するプレミアム価格はなく,

認証コストは供給サイドの認証取得者の負担とな

っている｡

逆にいうと,このことをも イギリスのバイヤー

ズグループにおけるDIYのような,高いシェアと

購買力を持つ企業は,自らのコスト負担なしに,

取引先に対して認証の取得を要求でき,そのこと

が,認証晶取扱いの目標達成や,影響力のあるバ

イヤーズグループ形成の条件の一つにあることを

示唆している｡

しかし,プレミアム価格の欠如は,第-に,規

模の経済から,森林所有者を含む小規模経営にと

って,認証取得が不利あるいは困難な構造を生み

出している｡第二に,販売先の確保という消極的

または強制的な理由以外に,認証取得のインセン

テイヴとなるような便益が無いことを示唆してい

る｡事例として取り上げたDIYおよびその供給業

者を見ても,森林認証による実際の森林管理の改

善,向上に高い関心をもち,それが認証取得の主

たる動機となっているとは必ずしも言えない｡

つまり,バイヤーズグループの取り.組みによっ

て,認証晶の需要創出が図られ,その結果として

森林認証面積が増加することと,最終的に持続可

能な森林経営の実態が改善されることとは分けて

考える必要がある｡したがって,バイヤーズグル

ープとは別に,森林認証による実際の森林管理,

経営への影響の実態については,今後の課題とし

てさらに検討が必要であるといえる｡
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